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令和５年 11 月８日 
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北海道新幹線の建設促進について 

 

 

北海道新幹線は、我が国の高速交通体系の骨格を形成する上で極めて重要な国家

的プロジェクトであり、国全体の経済の発展及び生活領域の拡大並びに北海道の振

興に欠かすことのできない社会資本である。 
現在、新型コロナウイルス感染症の影響で低下していた乗車率は回復基調にあり、

「新青森・新函館北斗間」の開業から７年半が経過する中、北関東、首都圏との文

化・経済交流の促進や新産業の創出等、北海道の様々な産業分野への波及効果をも

たらし、北海道の活性化に極めて大きな役割を果たすものとして今後ますます期待

される。 
すでに全線開業している他の整備新幹線は、関係する地域の経済発展に大きく貢

献していることから、北海道新幹線についても、札幌までの全線開業により、その

効果が最大限に発揮され、北日本ひいては日本全体の発展にも大きく寄与するもの

と確信している。 
「新函館北斗・札幌間」については、2030年度末の開業に向けて工事が進められ

ているが、北海道新幹線の開業効果が最大限に発揮されるよう、一日も早い全線開

業が待ち望まれている。 
ついては、北海道新幹線の建設促進に向けて、次の事項を強く要望する。 
 

記 
 

１．新青森・新函館北斗間の安全運行の確保と札幌までの早期完成を図ること。 
 

２．貸付料など幅広い観点からの更なる建設財源の確保や、財源措置の拡充による

地方負担の軽減を図ること。 
 

３．青函共用走行区間において、さらなる新幹線高速走行の早期実現を図ること。 
 

４．新幹線の開業効果を高めるため、新駅周辺地域や広域幹線道路などの整備に対

する社会資本整備総合交付金等の重点的な配分を行うこと。 
 



 
 

 

 

北方領土問題の早期解決等について 

 
 
我が国固有の領土である北方領土返還の実現は、戦後最大の国家的課題であり、

永年の国民の悲願である。 

北方領土とその海域をロシアに不法占拠されてから既に７８年もの歳月が過ぎ、

これまで返還要求運動の中心的役割を担ってきた元島民の多くが故郷に戻るとの

願いが叶わず他界され、さらに、ウクライナを巡る国際情勢の影響により日ロ間

の平和条約締結交渉が中断され、ビザなし交流や自由訪問の合意もロシア政府か

ら一方的に停止されるなど、このままでは返還要求運動の停滞や風化も懸念され

るところである。 

また、北方領土隣接地域においては、北方領土問題が未解決であることにより

自由な社会経済活動に多くの制約を受け続け、漁業をはじめとした地域の産業・

経済に甚大な影響を及ぼし、疲弊の一途を余儀なくされている。 

このような現状を踏まえ、北方領土問題の早期解決のため、外交交渉を支える

国民運動としての返還要求運動をより一層推進するとともに、青少年に対する北

方領土教育の充実、北方四島への想いを引き継いでいくための運動後継者の育成

強化、さらには北方領土返還要求の正当性を国内外に積極的に訴える必要がある。 

ついては、北方領土問題の早期解決と隣接地域の振興を図るため、下記の事項

について強く要望する。 

 

記 

 

１．北方領土問題の解決に向けた断固たる決意と強い意志を持って、ロシアとの

外交交渉を粘り強く推し進めるとともに、国内外の世論の喚起高揚に向けた効

果的な返還要求運動を推進すること。 

 

２．元島民等に対する援護対策の充実や、社会経済活動に多くの制約を受けてい

る北方領土隣接地域の疲弊解消のための内政措置の充実を、国の責任のもと速

やかに実施すること。 

 



 
 

 

 

地域医療体制の充実確保について 

 
 
医療を取り巻く環境は、新医師臨床研修制度の導入や診療報酬の改定などにより、

医師や看護師の都市部への偏在化が進み、地方においては、医療体制の確保が困難

となっている。 
このような状況のなか、地域医療の中核を担う公立病院等においては、慢性的な

医師不足により勤務医の疲弊が進むとともに、救急医療などの不採算部門を抱え、

その運営は厳しいものとなっており、安定した医療の提供が危ぶまれている。 
医療は、最も重要な社会基盤の一つであるが、子どもから高齢者まで住民一人ひ

とりが安心して地域に住み続けるためには、継続した医療供給体制の確保が必須で

あり、その体制の悪化は、地方自治体の基盤を根底から揺るがす極めて深刻な事態

を引き起こしている。 
これまでも各自治体においては、医師や看護師などの医療従事者の確保や医療機

関への財政支援等に取り組んでいるが、これら課題への対処については、個々の自

治体だけでは到底成し得るものではないことから、地域医療体制の充実確保を図る

ため、国として次の施策を早急に講じるよう強く要望するものである。 
 

記 
 

１．地方における慢性的な医師不足の解消を図るため、医師を養成・確保するため

に必要な財源措置の更なる充実を図るなど、地域住民がいつでもどこでも必要な

医療を受けることができるよう、医師の安定的な確保に向けた責任ある施策を講

じること。 
 
２．看護師や助産師、薬剤師をはじめとする医療技術者の養成・確保対策の更なる

充実・強化を図ること。 
 
３．救急医療などの不採算部門を含む、地域の中核病院としての機能を維持するた

めの自治体病院等の運営、施設整備に対する財政措置の更なる拡充を図ること。 
 



 

   

北海道の道路整備について 

 
北海道は、我が国最大の食料供給地域であり、良質な農水産品の国内安定供給に貢献し

ているほか、道産食品の海外への輸出拡大も推進しているところである。こうした中、物

流の効率化や、生産性の向上に欠かすことのできない高規格幹線道路は、着実に事業進捗

が図られているものの、ネットワークとしては未だ脆弱であるといえる。 
更に、本道は豪雪や暴風雪など冬期間における厳しい気象条件、また大雨、地震、津波

などの自然災害時に発生する交通障害、多発する交通事故など、様々な課題を抱えている

ところである。 
特に、平成 28 年８月の台風被害においては、いち早く機能回復した道東自動車道が、

道東と道央を結ぶ唯一の命綱として重要な役割を果たしたものであるが、現在の暫定二車

線では、災害時や事故時において、安定した人流・物流の確保に不安が残ることが浮き彫

りになったところである。 
国においては、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」を推進し、安全・

安心の確保のために高速道路等の整備を進めており、道東自動車道を含む全国の高規格道

路のミッシングリンクの解消や、暫定二車線区間について課題の大きい区間を優先整備区

間として選定し、四車線化を進める等、道路ネットワークの機能強化にむけて、事業を着

実に推進されていることは評価できるものの、北海道経済の要である農林水産業・食関連

産業のさらなる振興を図るとともに、激甚化・多様化する災害に対応し、道民の安心・安

全な生活を守っていくためには、高規格幹線道路ネットワークの構築が不可欠であること

から、北海道の計画的・体系的な道路整備に関し、引き続き特段のご配慮を賜るよう要望

するものである。 
 

記 
 

１．高規格幹線道路について、着手している区間の早期開通はもとより、未着手区間につ

いて、早期にその着手を決定すること。 
 

２．自然災害時等に発生する広域交通の寸断や交通障害を回避するため、災害に強い道路

の整備を推進すること。 
 

３．我が国最大の食料供給地域の一翼を担う道東圏から道央圏への人流・物流の機能強化

に加え、災害時の緊急輸送路としての多重性・代替性（リダンダンシー）を安定的に確

保するため、優先整備区間に選定されている道東自動車道の千歳恵庭ＪＣＴ～十勝清水

ＩＣ間について、早期の全線四車線化を図ること。 



 
 

 

 

学校施設等への冷房設備の整備について 

 

 

令和５年夏の北海道は、７月２０日から真夏日が４４日間連続し、８月２４日に

は初めて道内全域に熱中症警戒アラートが発出されるなど、冷房設備の乏しい北海

道にとって、災害級ともいえる猛暑に見舞われた。 
夏休みが明けた道内の各学校では、下校時間の繰り上げや、暑さによる道内初の

臨時休校といった措置を取らざるを得ない、命にかかわる極めて危険な状況となっ

たことから、早急な冷房設備の整備が求められている。 
文部科学省の調査によると、令和４年９月１日時点で、全国の小中学校の普通教

室の冷房設置率が９５．７％であるのに対し、北海道は１６．５％と大変低い状況

となっている。 
ついては、子どもたちの命を守り、安全安心な生活を送ることができるよう、学

校施設及び児童福祉施設等の冷房設備の整備に関する十分な財源確保と、補助対象

の拡大を含む補助制度の柔軟な運用について、次のとおり要望する。 
 

記 
 

１．小中学校及び義務教育学校等（幼稚園を含む）について、学校施設環境改善交

付金の予算確保及び補助率の引き上げを行うこと。 
 
２．保育所及び認定こども園等について、保育対策総合支援事業費補助金の予算確

保及び補助率の引き上げを行うこと。 
 
３．児童館について、次世代育成支援対策施設整備交付金の予算確保及び補助率の

引き上げを行うこと。 
 
４．放課後児童クラブについて、子ども子育て支援施設整備交付金の予算確保及び

補助率の引き上げを行うこと。 
 
 


